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研究要旨 

 成人期の発達障害者、特に、成人期になってから診断を受けた発達障害者の地域生

活支援は十分ではない。本研究は、成人期以降の発達障害者に対する効果的な支援サ

ービス構築のために必要となる基礎的な情報を収集し、成人の発達障害者を支援する

現行システムの問題点や改善点を検討することを目的として、次の３つの研究①成人

期以降の発達障害者の生活および就労を支援する専門支援機関を対象とし、来所する

成人の発達障害者が持ちかける相談内容や各支援機関が提供している支援・指導に関

する調査、②一人暮らしをしている成人の発達障害者を対象とした生活上の困難や問

題に関する実態調査、③グループホームの支援者を対象とし、居住している発達障害

者に認められる生活面での問題や支援者が直面している問題に関する実態把握に向け

ての面接調査、を実施した。専門支援機関を対象とした調査では、成人の発達障害者

から人とのかかわりや生活面に関する相談の頻度が多いことが示された。この結果と

一致するように、グループホームの支援者を対象とした聞き取り調査でも、入居者に

見られる中核的な問題は対人関係であることが示された。また、ほとんどの支援機関

では、成人の発達障害者に対して人とのかかわりに関する支援・指導は行っていたも

のの、いずれの支援機関でも生活スキルに関する支援・指導を行っている施設は少な

く、成人の発達障害者への生活スキルの支援や指導が不十分であることが明らかとな

った。同様に、名古屋市で一人暮らしをしている成人発達障害者を対象とした聞き取

り調査からは、整理整頓や清掃といった生活面のスキル不足に関する問題が示され、

一人暮らしをしていている成人の発達障害者であっても定期的な訪問支援の必要性が

確認された。加えて、グループホームの支援者を対象とした面接調査から、支援者の

疲弊や専門家との連携の必要性が見出された。これらのことから、今後、成人の発達

障害者への効果的かつ包括的な支援モデルを構築するとともに、支援者側をサポート

する環境整備の必要性も浮き彫りとなった。 
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A. 研究目的 

成人期の発達障害者、特に、成人期

になってから診断を受けた発達障害

者の地域生活支援は十分ではない。発

達障害者と向き合う福祉現場にあっ

ては、高度な支援技術や専門的知識を

有した人員体制の確保が必要となる

のだが、その受け皿整備がほとんど進

んでいないのが現状である。自閉症ス

ペクトラム障害 (Autism Spectrum 

Disorders；以下、ASD) の成人は、

社会性の障害から他者との共同生活

は難しいことが少なくない。感覚過敏 

 

性の問題や興味やこだわりなどから、

自分自身の居住空間を求める人が多

い。加えて、社会性障害による一般常

識の不足に加えて、こだわりや不安、

不器用などで、独り暮らしにおける困

難は大きい。余暇支援は、地域の中で

誰とつながって暮らしていくのかを

考える上で重要な視点だが、十分な実

態把握も行われていない。どこで、ど

ういうサポートを受け、誰とつながり

ながら地域生活をしていくのかとい

う点に関して、十分に当事者たちのニ

ーズを把握し、そうした実態把握に基
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づいて、実際の支援のあり方を提案し、

障害者福祉サービス体系で（精神疾患

合併などへの）予防的な支援のありよ

うを明確にしていくことが本研究の

目的である。具体的には、すでに成人

期以降の発達障害者の生活支援や就

労支援の取り組みを模索している横

浜市と滋賀県、それに名古屋に拠点を

置くNPO法人アスペ・エルデの会の3箇

所での実際の取り組みの評価をしつ

つ、効果的かつ実用的な障害者福祉サ

ービスメニューの提案を目指す。 

本研究により、成人期の発達障害者

の支援ニーズを適切に把握すること

ができれば、成人期の発達障害者に適

切な支援サービスを提供することを

通じて、適応的な生活スキルの習得や

就労を促進すすることができよう。そ

の結果として、現在生活保護を受給し

ている成人の発達障害者の一部が納

税者となり、支援サービスの効果が社

会に還元されることが期待される。一

方、安定就労している成人期にある発

達障害の人たちにとっても、余暇など

より包括的な支援を行うことで、二次

障害の抑止など予防的な効果が期待

できる。さらに、相談支援や生活支援

での独り暮らしへの準備教育を受け

ることで、親亡き後等にも引きこもり

や路頭に迷うことなく、地域移行して

暮らしていける発達障害者が増える

ことが期待できる。こうした支援モデ

ルは、ノーマライゼーションを推進し

ていくだけではなく、納税者を維持し

ていく意味でも効果を期待され、新し

い支援のモデルを構築していくこと

につながると考える。 

３年計画の２年目である平成２５

年度は３領域に対して調査を行う。①

成人期以降の発達障害者の生活およ

び就労を支援する専門機関を対象と

し、その支援機関に来所する成人の発

達障害者もしくはその家族から相談

内容、成人の発達障害者に対して各支

援機関が提供している支援・指導、各

支援機関が実施しているスタッフに

対る人材育成のための研修などに関

する実態把握調査を行う。②名古屋市
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において、一人暮らしを行っている成

人の発達障害者を対象として、一人暮

らしをする上での困難や問題に関す

面接調査を行う。③グループホームの

支援者を対象として、グループホーム

に居住している発達障害者に認めら

れる生活面での困難、および支援者が

直面している問題に関する実態調査

を行う。最終年度に向け、成人期以降

の発達障害者に対する効果的な支援

サービス構築のために必要となる基

礎的な情報をこれらの３研究から収

集し、成人の発達障害者を支援する現

行システムの問題点や改善点を検討

することが目的であった。 

 

B & C. 研究方法および研究結果  

１．専門支援機関における成人期以降

の発達障害者／その家族の相談状況

および生活スキルへの支援状況に関

する実態調査（辻井正次・萩原 拓・

鈴木勝昭・肥後祥治） 

本研究では、成人期以降の発達障害

者が利用する各支援機関(発達障害者

支援センター、障害者就業・生活支援

センター、精神保健福祉センター、ジ

ョブカフェ、若者サポートステーショ

ン)を対象として、成人期以降の発達障

害者もしくはその家族から持ち込ま

れる相談、各機関の支援者が聞き取る

情報、各支援機関における人材教育の

実施、各支援機関が成人の発達障害者

に提供する生活スキルの支援・指導に

関する実態調査を行った。 

成人期以降の発達障害者およびそ

の家族が利用できる、もしくは支援を

受けるために利用すると思われる全

国の専門支援機関を対象とした。具体

的には、各都道府県の発達障害者支援

センター（87機関）、精神保健福祉セ

ンター（69機関）、障害者就業・生活

支援センター（318機関）、ジョブカフ

ェ（87機関）、若者サポートステーシ

ョン（162機関；以下、サポステ）、計

723機関に調査紙を送付した。その内

の207機関（回収率28.63％、発達障害

者支援センター：53機関、精神保健福

祉センター：42機関、障害者就業・生
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活支援センター：47機関、ジョブカフ

ェ／サポステ：65機関）が本研究への

協力を了承し、調査項目（詳細は後述）

に回答した。 

調査項目は、成人期以降の発達障害

者もしくはその家族から受けた相談

内容、支援に向けて来談者から聞き取

る情報、機関スタッフに対する人材教

育の現状、相談者を対象とする生活ス

キルトレーニングの実施状況とその

必要性、フォローアップ支援の現状に

関する内容であった。具体的な項目内

容は以下に示す。 

（１）相談のために各機関に訪れた

成人期以降の発達障害者また

はその家族による 2012 年度の

相談件数、その人数、全体の相

談件数に対する成人期以降の

発達障害者またはその家族の

相談件数の割合。 

（２）来所した成人期以降の発達障

害者またはその家族からの相

談内容（金銭管理、食事、身だ

しなみ、洗濯、掃除、交通／移

動手段、スケジュール管理、生

活リズム、服薬管理、余暇活動、

危機管理（インターネット被害、

消費者被害など）、嗜好品管理

（酒、タバコなど）、人とのか

かわり（職場の同僚、地域住民

相手など）、社会的適応を妨げ

る行為（迷惑行為など）、その

他）。 

（３）相談を行う際、自機関で相談を

受けるのか、それとも他機関を

紹介するのかについて。 

（４）来所する成人期以降の発達障

害者およびその家族から聞き

取る情報（金銭管理、食事、身

だしなみ、洗濯、掃除、交通／

移動手段、スケジュール管理、

生活リズム、服薬管理、余暇活

動、危機管理（インターネット

被害、消費者被害など）、嗜好

品管理（酒、タバコなど）、人

とのかかわり（職場の同僚、地

域住民相手など）、社会的適応

を妨げる行為（迷惑行為など）、
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精神医学的問題、発達障害など

の発達特性、専門機関への受診

歴、その他）。 

（５）所属機関の職員やスタッフを

対象とする人材教育のための

研修等の実施状況、実施してい

る場合には、その実施場所と実

施内容。 

（６）来所する成人期以降の発達障

害者を対象とする一人暮らし

に向けての訓練やサービスの

提供についての現状と、その実

施機関。 

（７）来所する成人期以降の発達障

害者への支援として、生活スキ

ルに関する支援や指導の実施

状況（金銭管理、食事、身だし

なみ、洗濯、掃除、交通／移動

手段、スケジュール管理、生活

リズム、服薬管理、余暇活動、

危機管理（インターネット被害、

消費者被害など）、嗜好品管理

（酒、タバコなど）、人とのか

かわり（職場の同僚、地域住民

相手など）、社会的適応を妨げ

る行為（迷惑行為など）、実施

していない、その他）。 

（８）来談した成人期以降の発達障

害者に対して、以下の生活スキ

ルへの支援や指導の必要性（金

銭管理、食事、身だしなみ、洗

濯、掃除、交通／移動手段、ス

ケジュール管理、生活リズム、

服薬管理、余暇活動、危機管理

（インターネット被害、消費者

被害など）、嗜好品管理（酒、

タバコなど）、人とのかかわり

（職場の同僚、地域住民相手な

ど）、社会的適応を妨げる行為

（迷惑行為など）、必要性を感

じない、その他）。 

（９）相談者（成人期以降の発達障害

者やその家族）に対してのフォ

ローアップ支援・サービスの実

施状況。 

 

 相談件数には差が認められなかっ

たものの、相談者数に有意な群間差が
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認められ、発症障害者支援センターは

障害者就業・生活支援センター、精神

保健福祉センターよりも成人期以降

の発達障害者もしくはその家族が多

く来所し、さらにジョブカフェ／サポ

ステは精神保健福祉センターよりも

成人期以降の発達障害者もしくはそ

の家族が多く来所していることが示

された。 

 来所する成人期以降の発達障害者

もしくはその家族から持ち込まれる

相談は、いずれの支援機関でも「人と

のかかわり」に関する相談が多い状況

にあった。いずれの支援機関でも、半

数以上の施設で生活リズム、人とのか

かわり、精神医学的問題、発達特性、

専門機関への受診歴が聴取されてい

た。 

 人材育成研修に関しては、どの支援

機関においても6割以上の施設で人材

育成に向けた研修が実施されていた。

その実施場所は、発達障害者支援セン

ター、精神保健福祉センター、および

ジョブカフェ／サポステは同じ傾向

を示しており、自機関もしくは自機関

と他の機関の両方で研修を実施して

いる機関が多かった。 

 成人の発達障害者に対する一人暮

らしに向けた訓練に関しては、概して、

各支援機関での一人暮らしに向けた

訓練を行える場やサービスが充実し

ている状況にはなかった。障害者就

業・生活支援センターでは、約半数の

施設で一人暮らしに関する訓練が実

施されていたが（53.2％）、障害者就

業・生活支援センターの半数弱の機関

（44.7％）、発達障害者支援センター

の7割を超える機関（71.7％）では、

そのような訓練やサービスは行って

いなかった。精神保健福祉センターで

も同様の傾向を示しており、半数弱の

機関で（45.2％）一人暮らしに向けた

訓練は実施されていなかった。 

 生活スキルへの支援・指導に関して

は、どの支援機関でも、人とのかかわ

りに対する支援や指導が最も実施さ

れており、精神保健福祉センターを除

く支援機関では、半数以上の施設で人
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とのかかわりに関する支援・指導が実

施されていた。またどの支援機関でも、

半数以上の施設で、生活リズム、人と

のかかわりに関する支援や指導の必

要があると感じていた。 

 

2. 成人発達障害者が入居する横浜市

内のグループホームにおける生活支

援の現状およびその課題（岸川朋子） 

 横浜市精神障害者地域生活支援連

合会の協力を得て、市内5カ所のグル

ープホームの世話人、生活支援員から

発達障害者を支援していく中で、「食

事」「衛生管理」「健康管理」「金銭管

理」「人とのかかわり」における課題、

その他「過敏性や不安定な行動を含め

てうまくいった支援」「大変さを解決

するために必要と思われること」につ

いての項目をヒアリング内容とした。 

 聞き取りを行ったグループホーム

の運営形態は、3 ホーム（60％）は精

神疾患を持つ成人が住居するグルー

プホームであり、残りの 2 ホーム

（40％）は知的障害を持つ成人が住居

するグループホームであった。１日の

職員の配置（図 2）では、ほとんどの

グループホーム（80％）で、2 名以下

であり、残りのグループホームでも 2

名体制であった。 

 入居者に関しては、年齢層は主に 20

代（43％）、30 代（43％）が中心であ

った。1 名の ASD 者が入居している

グループホームは 60％であり、残り

のグループホーム（40％）は 2 名の

ASD 者が入居していた。すべての入

居者は障害支援区分「２」もしくは「３」

に位置づけられており、半数以上

（57％）は区分２であった。またすべ

ての入居者は何らかの手帳を有して

おり、障害年金の受給を受けていた。

しかし、半数以上の入居者（57%）が

生活保護の受給を受けていなかった。

診断の状況に関して、明確に ASD の

診断を受けている入居者は 5 割弱

（43%）であったが、「ASD の疑い」

まで含めると、8 割を上回る入居者が

ASD を示していた。また入居者全体

の 14%は注意欠陥／多動性障害の診
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断を受けており、ASD と合わせると

発達障害と診断されている者はグル

ープホームの入居者の半数以上（57%）

に上ることが明らかとなった。 

 上記した５つのグループホームの

入居者を支える支援者（世話人、生活

支援員）が感じている生活支援をする

上での困難さに関しては、約 4 割の支

援者は入居者が食事場面で「一方的に

話し続けること」を困難さとして挙げ

ている。また最も多くの支援者（44%）

が、他の入居者とのトラブルを挙げて

いる。職員とのトラブルを合わせると、

半数以上の支援者が問題として挙げ

ている（日中職員とのトラブル 37％、

グループホームの職員とのトラブル

19%）。支援者が回答した「問題を解

決するために必要なこと」に関しては、

強い傾向は認められないものの、最も

多い回答は専門機関や専門家の関与

であった（専門機関による訪問および

アドバイス 28%、専門機関のコンサル

テーション 28%、専門家による入居者

との面接 16%）。 

 

3. 成人発達障害者が入居する滋賀県

内のグループホームにおける生活支

援の現状およびその課題（肥後祥治） 

 発達障害の診断のある者が利用し

ているグループホーム（以下、GH）

の支援者を対象に、聞き取り調査を行

った。 

聞き取り調査を行った GH を利用

している(利用していた)発達障害者は

男性が 2 名、女性が 1 名で、年齢は

30 代～40 代であった。診断は、アス

ペルガー症候群が 2 名、統合失調症が

1 名であり、障害程度区分は、区分 2

が 2 名、区分 3 が 1 名であった。また、

日中活動先は 1 名があり(就労支援事

業所)であったが、2 名はなしの状態で

あった。 

対象者によって語られた支援にお

ける困難は、食事面では食器洗いに関

すること、食事量に関することが挙げ

られた。衛生管理については、支援の

提供に関することが 1 件、偏りに関す

ることが 1 件であった。人とのかかわ
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りについては、他の利用者とのコミュ

ニケーションに関することが 5 件、支

援者とのコミュニケーションに関す

ることが 1 件であった。その他、支援

の提供に関することが 1 件、物事の捉

え方に関することが 2 件、こだわりに

関することが 1 件であった。効果が見

られた支援に関しては、ルールの設定

が 3 件、視覚情報の活用が 2 件挙げら

れた。困難を解決する上で必要な方策

として、知識の獲得が 2 件、専門性の

向上が 1 件挙げられた。 

 

4. 名古屋市での一人暮らしに対する

支援ニーズ把握のための取組（辻井正

次） 

前年度より一人暮らしを継続して

続けている成人の発達障害者2名を対

象とし、「食事」、「衛生管理」、「健康

管理」、「金銭管理」、「余暇」について

面接調査を行った。 

整理整頓については、個々で片付け

の状態は異なるが、衛生面や種類ごと

に片づけができるようにしていくこ

と、女性の場合は生理用品や下着類な

どは他者の目につかないところに片

付けたほうがよいこと、掃除のタイミ

ング、器具の扱いなど、わからないこ

とについては、教えてできるようにす

ることやその後も定期的な確認は必

要になることが確認された。 

 さらに、本調査では、就労している

発達障害者への障害支援区分の反映

状況を検討するため、就労している発

達障害者（自閉症スペクトラム障害）

3名とその母親に対して面接調査を行

った。 

 本人と家族の間でも評価が異なる

部分も見られた。例えば、本人は「で

きる」や（問題行動の項目では）「な

い」と回答しているものに対して母親

は「部分的な支援が必要」や（問題行

動の項目では）「ある」と回答してい

る項目が複数あった。感覚過敏などが

背景にある場合は、環境的に嫌な感覚

を排除していることもあり、「感覚過

敏は克服した」と思っている部分もあ

った。本人が苦手なことは避けてして
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いないことや、適切にできていなくて

もその行動を取っていれば、困ること

もなく、できているという評価になっ

ていた。 

 

D & E. 全体の考察と結論 

 成人期の発達障害者の地域生活支

援は十分ではない。本研究は３領域に

わたる調査を行い、成人期の発達障害

者の地域生活支援における専門機関

の現状や問題、一人暮らしやグループ

ホームに居住する成人の発達障害者

が直面している困難さを把握するこ

とを目的とした。 

 成人の発達障害者の支援を行う専

門支援機関（発達障害者支援センター、

障害者就業・生活支援センター、精神

保健福祉センター、ジョグカフェ／サ

ポステ）では、人とのかかわりに関す

る相談が多く寄せられていた。これに

沿うように、グループホームの支援者

からは、多くの入居者は対人トラブル

を抱えている状況にあることが確認

されている。このことから、就労の有

無に関わらず、成人の発達障害者への

支援として、人とのかかわりに関する

支援や指導は不可欠であることが明

らかとなった。 

 また一人暮らしをする成人の発達

障害者やグループホームの入居者に

は、生活リズムや整理整頓といった生

活する上で必要となるスキル不足に

関連する困難が挙げられた。多くの専

門支援機関でも、成人の発達障害者に

対してこれらの生活スキルの支援や

指導を行う必要があることは理解さ

れていた。しかしながら、これらの専

門支援機関における多くの施設では、

実際に成人の発達障害者に対して生

活スキルの支援・指導されておらず、

成人の発達障害者が適切な日常生活

を営む上で必要される生活スキルの

支援を受ける機会が限られているこ

とが明らかとなった。これを踏まえる

と、今後、成人期の発達障害者の効果

的な支援施策として、生活スキルに対

する訓練や教育の拡充を図る必要が

あると考えられる。 
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 異なる地域で実施されたグループ

ホームの支援者に対する調査からは、

いずれも支援者側の疲弊が明らかと

なった。さらにグループホームの支援

者は、専門家による成人発達障害者に

対する研修や支援者に対するSVなど

の支援を必要としていることも浮き

彫りとなった。この結果から、入居者

への支援だけではなく、支援者側への

適切な支援を確保する環境整備や、定

期的に専門機関のスタッフや専門家

をグループホームに派遣するシステ

ムの構築など、支援者側へのサポート

を強化することで間接的に成人の発

達障害者を支援する必要があること

が明らかとなった。 
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